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1 シティバンク、エヌ・エイ東京支店の概況に関する事項 

(1) 日本における代表者の氏名及び役職名 

日本における代表者、東京支店長兼 CEO 

リー・ロバート・ウェイト 

 

 

(2) シティバンク、エヌ・エイの株主に関する事項 

 

氏名又は名称 所有株式数 割合 

Citicorp LLC 37,534（千株） 100% 

 

 

(3) 営業所の名称及び所在地 

シティバンク、エヌ・エイ 

東京支店   東京都千代田区大手町 1-1-1  

 大手町パークビルディング 

大阪支店   大阪府大阪市中央区西心斎橋 2-1-2   

 御堂筋ダイヤモンドビル 

ヤマブキ支店   東京都新宿区新宿 6-27-30  

 新宿イーストサイドスクエア 

 

東新宿出張所  東京都新宿区新宿 6-27-30  

 新宿イーストサイドスクエア 

沖縄出張所  沖縄県那覇市前島 3-25- 1 

 泊ふ頭旅客ターミナルビルディング 

 

 

(4) シティバンク、エヌ・エイ東京支店を所属銀行とする銀行代理業に関する事項 

該当事項はありません 
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2 事業の概況 

当中間期における業績は以下のとおりとなりました。 

当中間期の経営成績といたしましては、経常収益は 198 億円となりました。主な内訳は、資金運用収益が

58 億円、役務取引等収益は 84 億円、その他業務収益は 51 億円、その他経常収益は 2 億円であります。 

一方、経常費用は 137 億円となりました。主な内訳は、資金調達費用は 22 億円、役務取引等費用は 20

億円、その他業務費用は 9 億円、営業経費 77 億円、その他経常費用は 7 億円であります。 

以上により、当中間期は 60 億円の経常利益となりました。特別損益の計上はなく、税引前中間純利益も

60 億円となり、法人税等を差し引いた中間純利益は 43 億円となりました。 

 

当中間期末における財政状態は、総資産が 32,671 億円となりました。 

主要な勘定残高としましては、資産の部では、現金預け金が 19,869 億円、買現先勘定は 3,093 億円、貸出

金は 3,114 億円、金融派生商品を中心とするその他資産は 2,726 億円、本支店勘定は 1,742 億円となりまし

た。 

負債の部は 32,607 億円となりました。このうち預金が 16,299 億円、外国為替は 469 億円、金融派生商品

を中心とするその他負債は 2,994 億円、本支店勘定は 10,900 億円となりました。 

純資産の部は 63 億円となりました。2021 年 3 月に本店への送金 88 億円を実行しております。 
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3 中間貸借対照表及び中間損益計算書 

  

中間貸借対照表
（単位：百万円）

2021年6月30日 2020年6月30日 2021年6月30日 2020年6月30日

現金預け金 1,986,993 2,190,367 預金 1,629,971 2,324,105

買現先勘定 309,395 355,616 コールマネー 6,629 10,770

買入金銭債権 8,541 8,410 売現先勘定 1,107 1,082

特定取引資産 19,259 33,974 特定取引負債 19,247 27,372

有価証券 2,945 35,634 借用金 - 8

貸出金 311,462 438,145 外国為替 46,966 38,660

外国為替 14,515 17,942 その他負債 299,483 224,076

その他資産 272,686 204,757 未払法人税等 2,449 2,896

金融派生商品 268,783 199,564 金融派生商品 270,339 198,163

その他の資産 3,902 5,193 資産除去債務 11 11

有形固定資産 15 8 その他の負債 26,682 23,004

無形固定資産 87 102 賞与引当金 348 404

繰延税金資産 2,296 616 支払承諾 166,935 153,615

支払承諾見返 166,935 153,615 本支店勘定 1,090,083 955,970

貸倒引当金 △ 2,307 △ 1,279 負債の部合計 3,260,774 3,736,067

本支店勘定 174,277 306,457 持込資本金 2,000 2,000

中間繰越利益剰余金 4,395 6,168

その他有価証券評価差額金 △ 65 131

純資産の部合計 6,330 8,299

3,267,105 3,744,367 3,267,105 3,744,367

科目 科目

資産の部合計 負債及び純資産の部合計   
 

 

 

中間損益計算書 
（単位：百万円）

経常収益 19,807 23,793

資金運用収益 5,853 9,485

（うち貸出金利息） ( 514 ) ( 1,300 )

（うち有価証券利息配当金） ( - ) ( 6 )

役務取引等収益 8,416 8,229

特定取引収益 165 -

その他業務収益 5,167 5,816

その他経常収益 203 260

経常費用 13,780 14,949

資金調達費用 2,225 4,255

（うち預金利息） ( 412 ) ( 1,611 )

役務取引等費用 2,039 1,427

特定取引費用 - 99

その他業務費用 986 0

営業経費 7,769 7,638

その他経常費用 760 1,528

経常利益 6,026 8,843

税引前中間純利益 6,026 8,843

法人税、住民税及び事業税 2,420 2,487

法人税等調整額 △ 694 280

法人税等合計 1,726 2,767

中間純利益 4,300 6,075

繰越利益剰余金（当期首残高） 8,895 6,672

本店への送金 8,800 6,580

中間繰越利益剰余金 4,395 6,168

科目
2021年1月1日から
2021年6月30日まで

2020年1月1日から
2020年6月30日まで
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

重要な会計方針 
1. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利

用して利益を得る等の目的（以下、「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、

中間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を中間損

益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日の時価によ

り、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決算日において決済したものとみなした額に

より行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権

等については前期末と当中間期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当中間期末

におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

2. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。なお、その他有価証券の評価差

額については、全部純資産直入法により処理しております。 

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

4. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

有形固定資産は、定率法並びに平成28年4月1日以後に取得した建物付属設備及び構築物について

は定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物 10 年～15 年 

その他  3 年～15 年 

(2) 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内にお

ける利用可能期間（5 年）に基づいて償却しております。 

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

6. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日

本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相

当する債権については、内部格付に対応した予想貸倒損失率に基づき引き当てております。破綻懸念先

債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当す

る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残

額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産

査定を行い、その査定結果により上記の引当を行っております。 

(2) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当中間期に帰属する額を計上しております。 

7. ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引のうち、特例処理の適用要件を満たすものについては、金利スワップの特例処理を適用

しており、ヘッジの有効性の評価については、特例処理の要件の判定をもって有効性の判定に代えておりま

す。 

8. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

1. 現先取引により受入れている有価証券及びデリバティブ取引の担保として受入れている有価証券のうち、

売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、再担保に差し入れている有価

証券は 147,799 百万円、当中間期末に当該処分をせずに所有しているものはありません。 

2. 貸出金のうち、破綻先債権額はございません。延滞債権額は 414 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ

た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）

第 96 条第１項第 3 号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4 号に規定する事由が生じている貸出金

であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

3. 貸出金のうち、3 カ月以上延滞債権額はございません。 

なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から 3 カ月以上遅延している

貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

4. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はございません。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

延滞債権及び 3 カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

5. 破綻先債権額、延滞債権額、3 カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 414 百万円で

あります。 

なお、上記 2．から 5．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

6. 手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け

入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で

自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は 9,940 百万円であります。 

7. 為替決済等の取引の担保として差し入れている有価証券は 2,945 百万円であります。また, その他の保証

金は 1,135 百万円であります。 

8. 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上

規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、268,093 百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内

のものが 180,192 百万円であります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶

又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に

応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき

顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

9. 有形固定資産の減価償却累計額 43 百万円 

 

（中間損益計算書関係） 

本部経費負担額は、以下のとおりであります。 

(1) 直接経費（派遣職員給与等） 130 百万円 

(2) 間接経費割当額 109 百万円 
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（金融商品関係） 

金融商品の時価等に関する事項 

2021年6月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。 

（単位：百万円）

中間貸借対照表計上額 時価 差額

（1） 現金預け金 1,986,993 1,986,993 -

（2） 買現先勘定 309,395 317,099 7,703

（3） 買入金銭債権　（*1） 8,510 8,510 -                          

（4） 有価証券

その他有価証券 2,945 2,945 -                          

（5） 貸出金 311,462

　　貸倒引当金　（*1） △ 1,825

309,637 308,736 △ 901

（6） 外国為替　（*1） 14,483 14,483 -                          

（7） 本支店勘定 174,277 174,277 -                          

資産計 2,806,244 2,813,046 6,802

（1） 預金 1,629,971 1,629,971 -

（2） コールマネー 6,629 6,629 -

（3） 売現先勘定 1,107 1,107 -

（4） 外国為替 46,966 46,966 -

（5） 本支店勘定 1,090,083 1,095,764 5,681

負債計 2,774,758 2,780,440 5,681

デリバティブ取引　（*2）

ヘッジ会計が適用されていないもの △ 1,522 △ 1,522 -

デリバティブ取引計 △ 1,522 △ 1,522 -

その他 契約額等 時価

当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約　（*3） 268,093 -                              
 

(*1) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、買入金銭債権、外国

為替につきましては重要性が乏しいため、中間貸借対照表計上額から直接減額しております。 

(*2) 特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して計上しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、△で表示しております。 

(*3) 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約の「契約額等」は、これらの契約に係る融資未実行残高を記

載しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。満期のある預け金については、元利金の合計額を同様の新規預け金を行った場合に想定される適

用利率で割り引いた現在価値を算定しております。残存期間が短期間（一年以内）のものは、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) 買現先勘定 

残存期間が一年超のものについては、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される適

用利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

残存期間が短期間（一年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価と

しております。 

(3) 買入金銭債権 

残存期間が短期間（一年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価とし

ております。  

(4) 有価証券 

その他の目的で保有している債券等の有価証券については時価会計を適用しており、市場価格を基に算

定した価額をもって時価としております。 

(5) 貸出金 

貸出金のうち、返済期限を設けていない貸出金については、返済見込み期間及び金利条件等から、時価
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は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としております。 

返済期限のある貸出金のうち残存期間が短期間（一年以内）のものについては、時価は帳簿価額と近似

していることから当該帳簿価額を時価としております。 

残存期間が長期間（一年超）のものについては、個別案件毎に元利金の合計額を同様の新規貸出を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込

額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間決算日における中間貸借対照表上の債権

等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

(6) 外国為替 

外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）、外国為替関連の短期貸付金（外国他店

貸）、輸出手形等（買入外国為替）、輸入手形による手形貸付（取立外国為替）であります。これらは満期

のない預け金、又は約定期間が短期間（一年以内）であり、それぞれ時価は帳簿価額と近似していること

から当該帳簿価額を時価としております。 

(7) 本支店勘定 

満期のない本支店勘定については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。満期のある本支店勘定については、同様の新規取引を行った場合に想定される適用利率で割

り引いた現在価値を算定しております。残存期間が短期間（一年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

負 債 

(1) 預金 

要求払預金については、中間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

また定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを無リスク利子率に中間

決算日における調達スプレッドを加味した利率により割り引いて現在価値を算定しております。なお残存

期間が短期間（6ヶ月以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。 

(2) コールマネー 

コールマネーは、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を計上しております。 

(3) 売現先勘定 

残存期間が一年超のものについては、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される適

用利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

残存期間が短期間（一年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価と

しております。 

(4) 外国為替 

外国為替のうち、他の銀行から受け入れた外貨預り金及び非居住者円預り金は満期のない預り金（外国

他店預り）であり、また、外国為替関連の短期借入金（外国他店借）は返済期限のない借入金です。これ

らの時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としております。 

(5) 本支店勘定 

満期のない本支店勘定については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。満期のある本支店勘定については、同様の新規取引を行った場合に想定される適用利率で割

り引いた現在価値を算定しております。残存期間が短期間（一年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通貨関連取引（為替

予約、通貨オプション、通貨スワップ等）、債券関連取引（債券先物、債券先物オプション等）であり、取引

所の価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっております。ヘッジ会

計が適用されているものは、金利スワップの特例処理によるもので、ヘッジ対象とされている貸出金と一

体として処理されているため、その時価は当該貸出金の時価に含めて記載しております。 

その他 

当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約 

当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約については、残存期間が長期間（一年超）のものについて、

個別案件毎に契約上のコミットメント・フィーの将来キャッシュ・フローと同様の新規契約を行った場合に想

定される将来コミットメント・フィー等のキャッシュ・フローとの差額を割り引いて算定した現在価値を、時価

としております。 
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(有価証券関係） 

中間貸借対照表の「有価証券｣のほか、「特定取引資産」中の「特定取引有価証券」が含まれております。 

 

1. 売買目的有価証券（2021年6月30日現在） 

 

 

 

 

2. その他有価証券（2021年6月30日現在） 

 
種類 

中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

債券 - - - 

国債 - - - 

小計 - - - 

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

債券 2,945 3,039 △93 

国債 2,945 3,039 △93 

小計 2,945 3,039 △93 

合計 2,945 3,039 △93 

 

3. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2021年1月1日 至 2021年6月30日） 

 売却額 

(百万円) 

売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

債券 - - - 

国債 - - - 

合計 - - - 

 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

   

繰延税金資産   

 貸倒引当金 706 百万円 

 未払費用 405  

 固定資産 312  

 未経過手数料 302  

 未払事業税等 152  

 賞与引当金 106  

 その他有価証券 28  

 その他 648  

繰延税金資産合計 2,664  

繰延税金負債   

 負債調整勘定 367  

繰延税金負債合計 367  

繰延税金資産の純額 2,296 百万円 

 

 

 

 当事業年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 - 
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確認書 

2021 年 9 月 30 日 

 

日本における代表者、東京支店長兼 CEO 

リー・ロバート・ウェイト 

 

当支店の 2021 年 1 月 1 日から 2021 年 6 月 30 日までの 2021 年度の中間会計期間に係る財務諸表に記

載した事項に関して、私の知る限りにおいて、下記のとおりであることを確認いたしました。 

 

記 

 

1. 財務諸表に記載した事項は、｢財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則｣及び｢銀行法施行規

則｣等に準拠して、全ての重要な点において適正に表示されております。 

2. 当行では、以下のとおり、適切な内部管理体制の整備と運営が行われており、これに基づき財務諸表等が

適正に作成されております。 

 

（1） 業務分掌と所管部署が明確化され、各所管部署が適切に業務を遂行する体制が整備されております。 

（2） 内部監査部門が各所管部署における内部管理体制の適切性・有効性を検証し、重要な事項について

は経営者及び経営委員会等へ適切に報告しております。 

（3） 当行の重要な情報は、経営者及び必要に応じて経営委員会に的確に報告されております。 

 

以上 
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４ シティグループ・インクの業務及び財産の状況に関する事項 

 

別添の半期報告書（自  2021 年 1 月 1 日 至 2021 年 6 月 30 日）をご参照ください。 

 

 
 


